
簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

 

下記の委託業務について、簡易公募型プロポーザル方式（「建設コンサルタント業務等に 

おけるプロポーザル方式及び総合評価方式の運用ガイドライン（平成 27 年 11 月）（令和５

年３月一部改定）」及び「建設関連業務の総合評価落札方式に関する運用の手引き（試行）

（令和 6 年度版）」に準拠）に係る手続開始に当たり、参加希望者の募集を行うので公示す

る。 

 

令和 6 年７月４日 

青森県知事 宮下 宗一郎 

記 

１．業務概要 

（１）業務名：委第 3 号 青森空港受入体制検討業務委託 

 

（２）業務目的 

青森空港では新型コロナウイルス感染症の収束により旅行需要が回復し、令和 5 年度

には利用者数 117 万⼈を記録し、今後も旅行需要の隆盛が期待されるが、一方で空港運

営に携わる⼈員の不⾜や空港施設の収容能⼒等に課題を抱えており、今後の空港運営の

継続や旅客数の増加に対応するために改善が必要である。 

本業務では、現在の青森空港の規模を整理した上で課題を抽出し、改善に必要となる

⼈員配置・施設配置、および改修⼯事等を検討することを目的とする。 

 

(３)主たる業務内容 

１）計画準備 

２）空港施設及び空港運用体制の現状把握 

 ① 計画基礎数値の整理 

 ② 必要施設等規模の算出 

 ③ 現況施設等の現状把握 

３）保安検査体制改善策の検討 

① 保安検査機器・制度改正の情報収集 

② 保安検査体制改善策の検討 

③ その他関連施設の検討 

４）空港施設・運用体制の検証 

 ① 旅客取扱施設の受け入れ状況に関する検証 

  ② バゲージハンドリング施設の受け入れ状況に関する検証 



５）打合せ協議 

６）報告書作成 

 

２．上限価格 

上限価格は 17,688,000 円（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

 

３．履行期限 

契約締結の翌日(令和 6 年 8 月下旬予定)～令和 7 年 3 月 25 日（火） 

 

４．参加資格 

本手続きに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。 

１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第 1 項に規定する者に該

当しないものであること。 

２）青森県財務規則（昭和 39 年 3 月青森県規則第 10 号）第 128 条の規定による一般競

争入札に参加できないものでないこと。 

３）日本国内に本店を有していること。 

４）青森県建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（昭和 58 年 2 月

青森県規則第 6 号。以下「参加資格規則」という。）第 5 条の規定により、競争入札に

参加する資格があると認定され、第 7 条第 1 項に規定する有資格者建設関連業者名簿

の下記業種（業務内容）に登録されている者であること。 

  土木関係建設コンサルタント業務：港湾及び空港 

  また、当該業務に係る建設コンサルタント登録規程の認定を受けていること。 

５）過去 15 年間に次に掲げる同種の建設関連業務の履行実績（下請負⼈としてのものを

除く。）を有すること。（ただし、共同企業体の構成員としての履行実績は、出資比率 20

パーセント以上の場合に限る。） 

  土木関係建設コンサルタント業務：港湾及び空港（ただし、空港受入体制に係る施設

計画、⼈流・物流計画に限る）の履行実績。 

６）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、知事の確認を受けている者を除

く。）でないこと。 

７）労働保険（労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）及び社会保険（健康保険及び厚

生年金保険又は船員保険をいう。）に加入し、かつ、保険料の滞納がないこと。 

８）青森県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

９）参加表明書の提出期限の日から契約の締結の時までの間に、青森県建設業者等指名停

止要領（平成 2 年 6 月 28 日付青監第 633 号。以下「指名停止要領」という。）に基づ



く知事の指名停止の措置を受けていないこと。 

10）参加資格規則第 5 条の規定により参加する資格があると認定された日から契約の締結

の時までの間に、指名停止要領別表第 9 号から第 15 号までに掲げる措置要件に該当す

る事実（既に知事の指名停止の措置が行われたものを除く。）がないこと。 

11）警察当局から知事に対し、暴⼒団員が実質的に経営を支配する建設関連業者又はこれ

に準ずる者として、公共⼯事等からの排除要請があり、当該状態が継続していないこと。 

 

５．技術提案書の提出者を選定するための基準 

（１）技術⼒評価：企業評価 

同種業務の実績（件数）、業務成績、地域精通度 等 

（２）技術⼒評価：技術者評価 

保有資格、同種業務の実績（件数）、業務成績 等 

 

６．技術提案書を特定するための評価基準 

（１）技術⼒評価：管理技術者評価 

保有資格、同種業務の実績（件数）、業務成績 等 

（２）実施方針・実施フロー・⼯程表・その他 

業務理解度・実施手順 

（３）特定テーマに対する技術提案 

的確性、実現性、独創性 

 

７．手続等 

（１）担当部局 

〒030－8570 青森県青森市長島一丁目 1 番 1 号 

青森県県土整備部港湾空港課港湾計画・空港グループ 

担当：鎌田(ｶﾏﾀ)、樋口(ﾋｸﾞﾁ)、竹鼻(ﾀｹﾊﾅ) 

ＴＥＬ：017（734）9674（直通） 

ＦＡＸ：017（734）8194 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

令和６年 7 月 4 日から令和 6 年 7 月 11 日まで青森県県土整備部港湾空港課ホームペ

ージ及び青森県建設業ポータルサイト上で交付する。 

（３）参加表明書の受付期限並びに提出場所及び方法 

令和６年 7 月 11 日 午後 5 時まで 

提出は、上記日時までに１部、港湾空港課港湾計画・空港グループ担当者へ提出する。 

（持参及び郵送とし、電子メール等での提出は認めない。） 

 



（４）技術提案書の受付期限並びに提出場所及び方法 

令和６年 8 月 1 日 午後 5 時まで 

提出は、上記日時までに１部、港湾空港課港湾計画・空港グループ担当者へ提出する。 

（持参及び郵送とし、電子メール等での提出は認めない。） 

 

８．その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金：業務委託料の 10 分の 1（500 万円以下の場合は 100 分の 5）以上の額。

ただし、青森県財務規則第 159 条第 1 項各号のいずれかに該当する場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否：要。 

（４）関連情報を入手するための照会窓口：上記７．（１）に同じ。 

（５）詳細は、説明書による。 


